
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成12年11月15日

上   場   会   社  株式会社ヨコオ 上場取引所 東京証券取引所市場第二部

コード番号   6800 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 代表取締役社長 東京都
　　　　　　  氏　　     徳間順一 TEL (03) 3916 - 3111
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 15日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　 　      平成 12年 12月  8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 注 金額は百万円未満切捨

売   上   高 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 12,755 26.0 1,477 75.7 1,494 108.1
11年 9月中間期 10,120 1.7 840 159.0 717 147.6
12年 3月期 20,937 1,928 1,599

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 356 72.2 17.13
11年 9月中間期 207 - 11.67
12年 3月期 589 31.28
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 20,842,735 株   11年 9月中間期 17,771,336 株   12年 3月期 18,949,751 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）12年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当  - 円    - 銭
12年 9月中間期 4.00 －    特別配当  - 円    - 銭
11年 9月中間期 － －
12年 3月期 － 6.00

(3)財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 24,578 12,275 49.9 588.74
11年 9月中間期 18,703 9,249 49.5 497.49
12年 3月期 24,336 11,907 48.9 572.48
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 20,849,878 株   11年 9月中間期 18,591,564 株   12年 3月期 20,799,879 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 26,000 3,000 1,030 4.00 8.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   49 円 40 銭 
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(単位：千円未満切捨)
期　　　　　別

  科　　　　　目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

Ⅰ. 流動資産
1. 現金及び預金 7,111,581 5,322,447 9,619,653
2. 受取手形 1,043,782 446,368 553,113
3. 売掛金 6,169,825 4,250,645 5,032,204
4. たな卸資産 1,385,859 762,820 911,752
5. 未収入金 594,419 668,607 594,095
6. 繰延税金資産 89,055 27,900 89,055
7. その他 1,326,420 630,286 973,588
8. 貸倒引当金 △ 10,900 △ 29,000 △ 34,400
流動資産合計 17,710,044 72.06% 12,080,074 64.59% 17,739,064 72.89%

Ⅱ. 固定資産
(1) 有形固定資産
1. 建物構築物 521,565 517,501 493,986
2. 機械及び装置 513,908 456,981 412,549
3. 工具器具備品 531,084 337,772 321,909
4. その他 855,677 769,711 893,030
有形固定資産合計 2,422,236 9.86% 2,081,967 11.13% 2,121,475 8.72%

(2) 無形固定資産 8,111 0.03% 8,246 0.04% 8,729 0.03%
(3) 投資その他の資産
1. 関係会社株式 1,890,242 1,721,747 1,856,879
2. 投資有価証券 1,355,241 1,687,424 1,493,094
3. 繰延税金資産 271,063 39,778 271,063
4. その他 1,026,872 1,056,558 955,824
5. 貸倒引当金 △ 9,800 △ 12,000 △ 13,200
6. 関係会社整理損失引当金 △ 96,000 － △ 96,000
投資その他の資産合計 4,437,620 18.05% 4,493,508 24.03% 4,467,662 18.36%
固定資産合計 6,867,968 27.94% 6,583,722 35.20% 6,597,867 27.11%

Ⅲ. 繰延資産
1. 社債発行差金 － 39,656 －
繰延資産合計 － － 39,656 0.21% － －
資産合計 24,578,012 100.00% 18,703,453 100.00% 24,336,931 100.00%

中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表

要約貸借対照表当中間期末 前中間期末 前事業年度末の

（資産の部）

（平成12年9月30日現在）（平成11年9月30日現在）（平成12年3月31日現在）
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期　　　　　別

  科　　　　　目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

Ⅰ. 流動負債
1. 支払手形 3,667,288 2,272,159 2,568,718
2. 買掛金 2,125,324 1,460,446 1,855,462
3. 一年以内償還予定社債 － 2,969,120 －
4. 短期借入金 6,500 941,500 941,500
5. 未払法人税等 287,834 170,306 575,003
6. 賞与引当金 173,000 164,200 162,000
7. 新株引受権 － 246,638 －
8. その他 528,817 435,740 520,685
流動負債合計 6,788,764 27.62% 8,660,111 46.30% 6,623,369 27.22%

Ⅱ. 固定負債
1. 転換社債 4,866,000 － 5,000,000
2. 長期借入金 3,250 384,750 381,500
3. 退職給与引当金 － 122,377 115,936
4. 退職給付引当金 198,442 － －
5. 役員退職慰労引当金 446,310 287,030 308,690
固定負債合計 5,514,002 22.44% 794,157 4.25% 5,806,126 23.85%
負債合計 12,302,767 50.06% 9,454,269 50.55% 12,429,496 51.07%

Ⅰ. 資本金 3,996,269 16.26% 2,914,550 15.58% 3,929,270 16.15%
Ⅱ. 資本準備金 3,981,928 16.20% 2,653,643 14.19% 3,914,927 16.09%
Ⅲ. 利益準備金 302,800 1.23% 290,400 1.55% 290,400 1.19%
Ⅳ. その他の剰余金

1. 任意積立金 3,630,200 14.77% 3,109,296 16.63% 3,109,296 12.77%
2. 中間(当期)未処分利益 364,047 1.48% 281,293 1.50% 663,540 2.73%
その他の剰余金合計 3,994,247 16.25% 3,390,589 18.13% 3,772,837 15.50%
資本合計 12,275,245 49.94% 9,249,183 49.45% 11,907,435 48.93%
負債・資本合計 24,578,012 100.00% 18,703,453 100.00% 24,336,931 100.00%

（負債の部）

（資本の部）

当中間期末

（平成12年9月30日現在）

前事業年度末の

（平成11年9月30日現在）（平成12年3月31日現在）

前中間期末 要約貸借対照表
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(単位：千円未満切捨)
期　　　　　別

  科　　　　　目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
Ⅰ.売上高 12,755,308 100.00% 10,120,810 100.00% 20,937,366 100.00%
Ⅱ.売上原価 9,738,327 76.35% 7,794,654 77.02% 16,034,281 76.58%
売上総利益 3,016,981 23.65% 2,326,156 22.98% 4,903,084 23.42%

Ⅲ.販売費及び一般管理費 1,539,806 12.07% 1,485,463 14.67% 2,974,872 14.21%
営業利益 1,477,174 11.58% 840,692 8.31% 1,928,212 9.21%

Ⅳ.営業外収益
受取利息配当金 20,967 25,456 64,666
その他 19,849 53,942 104,793

営業外収益計 40,816 0.32% 79,398 0.78% 169,460 0.81%
Ⅴ.営業外費用

支払利息割引料 15,369 43,660 89,393
その他 8,502 158,618 408,714

営業外費用計 23,872 0.19% 202,278 2.00% 498,108 2.38%
経常利益 1,494,119 11.71% 717,813 7.09% 1,599,564 7.64%

Ⅵ.特別利益
貸倒引当金戻入益 23,551 - -
投資有価証券売却益 4,078 - -
退職給付信託設定益 843,412 - -
固定資産売却益 - 3,439 3,552

特別利益計 871,042 6.83% 3,439 0.03% 3,552 0.02%
Ⅶ.特別損失

投資有価証券評価損 111,152 47,426 31,241
施設利用会員権評価損 141,350 - 129,446
過年度役員退職慰労引当金繰入 265,360 265,360 265,360
退職給付会計基準変更時差異
償却額 1,179,105 - -

関係会社整理損失引当金繰入 - - 96,000
投資有価証券売却損 - - 41,103
固定資産除売却損 7,241 28,388 43,306

特別損失計 1,704,208 13.36% 341,174 3.36% 606,458 2.90%
税引前中間（当期）純利益 660,952 5.18% 380,077 3.76% 996,657 4.76%
法人税、住民税及び事業税 304,000 2.38% 172,766 1.71% 667,194 3.19%
過年度法人税住民税及び事業税 - - - - 32,345 0.15%
法人税等調整額 - - - - △ 292,440 △1.40%
中間（当期）純利益 356,952 2.80% 207,311 2.05% 589,558 2.82%
前期繰越利益 7,094 6,303 6,303
過年度税効果調整額 - 67,678 67,678
中間（当期）未処分利益 364,047 281,293 663,540

至 平成12年3月31日至 平成12年9月30日 至 平成11年9月30日
自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 自 平成11年4月 1日

要約損益計算書
当中間期 前中間期

中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書

前事業年度

( ) ( ) ( )
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1. たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　製品及び仕掛品：総平均法による原価法

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有目的債券…償却原価法によっております。

　　子会社株式…移動平均法による原価法によっております。

　　その他有価証券…移動平均法による原価法によっております。

3. 固定資産の減価償却の方法

　　(1)有形固定資産…法人税法に基づく定率法

    (2)無形固定資産（ソフトウェア）… ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

 おける利用可能期間（5年）に基づく定額法

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　一般債権…貸倒実績率法によっております。

貸倒懸念債権及び破産更生債権…財務内容評価法によっております。

    (2)関係会社整理損失引当金

関係会社の清算に伴う損失に備えるため、その損失見込額を引当計上しておりま

す。

    (3)賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

    (4)退職給付引当金

従業員の退職金の支給に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(2,031,026 千円)は、当中間会計期間において、投資有

価証券（時価 1,008,722 千円）を退職給付信託に拠出することにより、同額を一

時に費用処理するほか、残高(1,022,304 千円)についても 3 年による按分額の 12

分の 6を特別損失に計上しております。

    (5)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支出額を計上し

ております。

なお、過年度相当分は 2 期間で分割計上することとしており、当中間会計期間に

おける引当金繰入額 265,360千円は特別損失に計上しております。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
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5. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

6. その他

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

追加情報

（退職給付会計）

当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成 10年 6月 16日)）を適用しております。この結

果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 124,307千円増加し、経

常利益は 119,457千円、税引前中間純利益は 455,150千円減少しております。

（金融商品会計）

金融商品については当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 11年 1月 22日)）を適用し

ております。この変更による損益への影響額は軽微であります。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、1 年以内に満期の到来す

る有価証券は流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示し

ております。その結果、流動資産の有価証券は 68,497 千円増加し、投資有価証券

は 68,497千円減少しております。

（外貨建取引等会計基準）

当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計基準（「外貨建取引等会計処理基

準の改訂に関する意見書」(企業会計審議会 平成 11年 10月 22日)を適用してお

ります。この変更による損益への影響額はありません。



注   記   事   項
（中間貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円 １．有形固定資産の減価償却累計額 千円 １．有形固定資産の減価償却累計額 千円

２．借入金担保に供しているものは次の通りです。 ２．借入金担保に供しているものは次の通りです。 ２．借入金担保に供しているものは次の通りです。
（イ）投資有価証券    千円 （イ）工場財団  千円 （イ）工場財団  千円

機械及び装置 機械及び装置

（ロ）投資有価証券    （ロ）投資有価証券    

 同上に対する債務額  同上に対する債務額  同上に対する債務額
長期借入金 千円 長期借入金 千円 長期借入金 千円
（一年以内返済予定分を含む） （一年以内返済予定分を含む） （一年以内返済予定分を含む）

一年以内償還予定社債 千円

３．このうち外貨建の資産・負債は次の通りです。 ３．このうち外貨建の資産・負債は次の通りです。

３．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務
千円 千円 千円
千円 千円 千円
千円 千円

４．中間期末日満期手形の処理

受取手形 千円
受取手形割引高 千円
支払手形 千円

５．消費税等の取扱い ５．消費税等の取扱い ５．消費税等の取扱い

1,849 輸出為替手形割引高 3,924

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動負債の
その他に含めて表示しております。

-

- -

-

- -

- -

- -

-

- -

-

-

- -

- -

- -

-

- -

- -

- -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の上、流動資産の
その他に含めて表示しております。

676,330

輸出為替手形割引高

6,801

当中間期末日は金融機関が休日でありましたが、満期日
に決済されたものとして処理しています。当中間期末日
の満期手形は次の通りです。

76,371
38,000

千 BFｒ
-

-

-

-

-

900

相場による

円換算額

関係会社
株    式

-

-

千円千 US$

千 HK$

決算時の為替

相場による

1,085

科目 外貨額

967

千 S$
2,289 143,622

597 63,857

-

千 NT$千 NT$ 千円

未収入金

千 US$ 千円 千円

千 S$
2,275
千 US$

400,000

924
千 S$

6,000
千 STG
200

千 US$

-

-

当中間期
（平成12年9月30日現在）

合　計

前事業年度

445,009

千 HK$

千 S$

（平成12年3月31日現在）

4,123

1,813

1,457

2,686

263,000

科目 換算差額
円換算額

決算時の為替
換算差額

現金及び
預  金

現金及び 千 HK$
預  金 4,469 61,540

売掛金

未収入金

35,703

千円

千 HK$

千 S$

千 US$

106,491

100

40

2,008

140,562

115,209

56,206

112,064

154,697
千円

95,535

95,914
千 M$

35,132

24,395

-

-

建 物
構 築 物

土 地
小　計

合　計

102,669

149,742

5,109 546,495

外貨額

千 US$
- -

- -

- -

2,346

千円

303,700

646,999

36,620

千円

67,820

12,169

57,111

　　　　―

買掛金

千 US$ 千円
557 59,647

24,395

買掛金

千 US$
638

千 HK$
892

-

千 US$
100

2,008

千 BFｒ

株    式

前中間期
（平成11年9月30日現在）

274,979
構 築 物 25,618
建 物

4,456,986

土 地 609,149
小　計 1,366,729

2,969,120

千円

千 S$
710 44,572

売掛金

千 US$ 千円
948 101,434

千 HK$
2,592

106,491 646,999
千 HK$
40 2,346

関係会社 千 S$

関係会社
短期貸付金

24,145

149,742

24,145

95,914

-

-
千 US$

-

千 M$
6,000 303,700

短期貸付金

千 US$ 千円
関係会社 700 74,865

千 HK$
71,260

38,906620

千 HK$
1428 19,676
千 S$

440,000

4,361,292

80,870
80,870

9,750

5,175

4,335,897

259,845

1,790,067

266,250

23,437
412,549
609,149

423,337

456,981

1,304,981
423,337
1,728,319

受 取 手 形 割 引 高
売 掛 金 の 譲 渡 高

受 取 手 形 割 引 高
売 掛 金 の 譲 渡 高

受 取 手 形 割 引 高
売 掛 金 の 譲 渡 高

合　計

705,438

貸借対照表
計 上 額

貸借対照
表
貸借対照
表
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(中間損益計算書関係）

1. 1. 固定資産売却益の内容は次の通りです。 1. 固定資産売却益の内容は次の通りです。
千円 千円

2. 固定資産除売却損の内容は次の通りです。 2. 固定資産除売却損の内容は次の通りです。 2. 固定資産除売却損の内容は次の通りです。
千円 千円 千円

3. 中間会計期間における税金費用は簡便法により 3. 中間会計期間における税金費用は簡便法により
計算しているため、｢法人税、住民税及び事業税｣ 計算しているため、｢法人税、住民税及び事業税｣
及び｢法人税等調整額｣を一括して表示しており 及び｢法人税等調整額｣を一括して表示しており
ます。 ます。

4. 減価償却実施額 4. 減価償却実施額 3. 減価償却実施額
有形固定資産 千円 有形固定資産 千円 有形固定資産 千円
無形固定資産 千円 無形固定資産 千円 無形固定資産 千円

車 両 運 搬 具
工具器具備品

計

前事業年度当中間期 前中間期

（

19,919
28,388

車 両 運 搬 具

142,957
9,764

自　平成12年 4月 1日
至　平成12年 9月30日 ）

6,589
627
25

7,241

建 物

計

建 物

3,326
3,439

6,827

143,621
562

（ 自　平成11年 4月 1日 ）至　平成11年 9月30日

車 両 運 搬 具
工具器具備品

計

工具器具備品

車 両 運 搬 具
工具器具備品

計

113 車 両 運 搬 具
工具器具備品

計

建 物
1,641

（ 自　平成11年 4月 1日 ）至　平成12年 3月31日

362

1,689

298,282
1,119

25,705
43,306

3,189
3,552

15,912
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（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンスリース取引 の以外のファイナンスリース取引 の以外のファイナンスリース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　額及び中間期末残高相当額 　額及び中間期末残高相当額 　額及び当期末残高相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
214,187 41,157 173,030 282,909 150,276 132,632 232,090 47,513 184,576
295,065 126,572 168,493 323,674 217,969 105,704 411,693 244,034 167,659

ソフトウェア 252,061 68,125 183,936 ソフトウェア 85,523 47,557 37,966 ソフトウェア 266,490 70,058 196,431
合計 761,315 235,855 525,460 合計 692,106 415,803 276,303 合計 910,274 361,607 548,667

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額
137,355 千円 86,762 千円 133,464 千円
399,375 204,800 424,968
536,731 291,563 558,433

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
75,567 千円 76,513 千円 155,126 千円
71,246 千円 69,710 千円 140,293 千円
7,536 千円 4,867 千円 11,491 千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法
……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする ……同左 ……同左
　　定額法によっております。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法
……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との ……同左 ……同左
　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
　　ては利息法によっております。

当期末残高相当
額

工具器具備品

1 年 以 内

支 払 利 息 相 当 額

1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

）
至 平成 12 年 9月 30 日

減価償却費相当額
支 払 利 息 相 当 額

取得価額相当額 減価償却累計額相当額

1 年 以 内
1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料

当 中 間 期

機械及び装置
工具器具備品

中間期末残高相
当額

（
自 平成 12 年 4 月 1 日

）
前 中 間 期

（
自 平成 11 年 4 月 1 日

）
至 平成 11 年 9月 30 日

取得価額相当額 減価償却累計額相当額
中間期末残高相

当額

機械及び装置
工具器具備品

1 年 以 内
1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額
支 払 利 息 相 当 額

前 事 業 年 度

（
自 平成 11 年 4 月 1 日

至 平成 12 年 3月 31 日

取得価額相当額 減価償却累計額相当額

機械及び装置
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（有価証券関係）

※

（前中間期）（平成11年9月30日現在）
(単位：千円未満切捨）

中間貸借対照表 時    価 評価損益
計 上 額

(1)流動資産に属するもの
株 式 50,527 40,527 △ 10,000
債 券 - - -
そ の 他 42,189 44,943 2,754
小 計 92,717 85,471 △ 7,246

(2)固定資産に属するもの
株 式 1,358,027 2,144,486 786,459
債 券 6,730 6,747 17
そ の 他 397,783 365,021 △ 32,762
小 計 1,762,541 2,516,255 753,714
合 計 1,855,258 2,601,726 746,468

(注) 1.時価等の算定方法
       ①上場有価証券          主として東京証券取引所の最終価格であります。
       ②店頭売買有価証券 日本証券業協会が発表する最終売買値段であります。
       ③証券投資信託の受益証券 基準価格であります。
       ④非上場債券の時価又は時価相当額の算出は､日本証券業協会が公表する公社債店頭基準
          気配銘柄の利回り､残存償還期間等に基づいて算定した価格によっております｡
          なお､残存償還期間の算定にあたっては､償還の日については､債券の種類等の別にそれぞれ
          償還の日として最も多く用いられている日としております｡
2.株式には自己株式を含んで表示しております。
  なお、自己株式の評価損益は次のとおりであります。

当中間期末
流動資産に属するもの △ 294 千円
固定資産に属するもの 126,511 千円

3.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
当中間期末

固定資産 株式 1,750,697 千円
債券 85,672 千円

（デリバティブ取引関係）

※

（前中間期）（平成11年9月30日現在）
当社は､先物為替予約取引以外のデリバティブ取引は行っておりません。

(単位：千円未満切捨）

区 種     類 契  約  額  等 時    価 評価損益
分 うち1年超
市
場 為替予約取引
取の 買          建 20,764 － 17,246 △ 3,518
引取 スイスフラン
以引
外

（注）1．期末の為替相場による円換算にあたっては、先物相場を用いております｡
2．外貨建金銭債権債務（社債等）に先物為替予約が付されていることにより，決済時における円貨額が
    確定している外貨建金銭債権債務（社債等）で，貸借対照表において当該円貨額で表示されている
    ものについては，開示の対象から除いております｡

（1株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における注記事項
として記載しております．

前中間期末（11．9．30)

当中間連結会計期間に係る「有価証券」及び前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸
表における注記事項として記載しております．

前中間期末（11．9．30)
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